
設計業務等共通仕様書 

 

第１条 適用 

１．設計業務等共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は、春日那珂川水道企業団（以

下「甲」という。）の発注する設計及び計画業務（調査業務を含む。）に係る業務委託契

約書（以下「契約書」という。）及び設計図書の内容について、統一的な解釈及び運用

を図るとともに、その他の必要な事項を定め、もって契約の適正な履行の確保を図るた

めのものである。 

２．特記仕様書、図面、共通仕様書又は指示や協議等の間に相違がある場合、又は図面か

らの読み取りと図面に書かれた数字が相違する場合など業務の遂行に支障が生じた若

しくは今後相違することが想定される場合、受注者（以下「乙」という。）は甲の監督

員（以下「監督員」という。）に確認して指示を受けなければならない。 

 

第２条 受発注者の責務 

乙は、契約の履行に当たって業務の意図及び目的を十分理解したうえで業務に適用すべ

き諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十分に発揮しなければならない。 

乙及び甲は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認し、円滑な業務の履行に努め

なければならない。 

 

第３条 法令等の遵守 

 乙は、設計業務等の実施に当たっては、関連する関係諸法令及び条例等を遵守しなければ

ならない。 

 

第４条 中立性の保持 

 乙は、常に中立性を保持するよう努めなければならない。 

 

第５条 打合せ等 

 設計業務等を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と監督員は常に密接な連絡をと

り、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容についてはその都度乙が書面

（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認しなければならない。また、打合せにおける、指示

事項を厳守しなければならない。 

 

第６条 管理技術者 

１．乙は、設計業務等における管理技術者を定め、甲に通知するものとする。 

２．管理技術者は、契約図書等に基づき、業務の技術上の管理を行うものとする。 

３．管理技術者は、設計業務等の履行にあたり、技術士またはシビルコンサルティングマ



ネージャ（以下「ＲＣＣＭ」という。）等の業務内容に応じた資格保有者又はこれと同

等の能力と経験を有する技術者でなければならない。 

４．管理技術者は、監督員が指示する関連のある設計業務等の受注者と十分に協議の上、

相互に協力し、業務を実施しなければならない。 

５．管理技術者は、照査結果の確認を行わなければならない。 

 

第７条 照査技術者及び照査の実施 

１．乙は、設計業務等における照査技術者を定め、甲に通知するものとする。 

２．照査技術者は、技術士またはＲＣＣＭ等の業務内容に応じた資格保有者又はこれと 

同等の能力と経験を有する技術者でなければならない。 

３．照査技術者は、以下に示す事項について照査を実施しなければならない。 

（１）基本条件の内容確認について 

（２）設計図面について 

（３）設計図面に基づく数量計算書の整合性 

４．照査技術者は、設計図書に定める又は監督員の指示する業務の節目毎にその成果の確

認を行うとともに、成果の内容については、乙の責において照査技術者自身による照査

を行わなければならない。 

５．照査技術者は、業務完了に伴い照査結果を照査報告書としてとりまとめ、照査技術者

の責において署名押印のうえ管理技術者に提出するものとする。 

６．照査技術者は、管理技術者を兼ねることができない。 

 

第８条 担当技術者 

１．乙は、設計業務等における担当技術者を定め、甲に通知するものとする。 

２．担当技術者は、管理技術者を兼ねることができる。 

３．担当技術者は、設計図書等に基づき、適正に業務を実施しなければならない。 

４．担当技術者は、照査技術者を兼ねることができない。 

 

第９条 業務の着手及び工程管理 

１．乙は、着手届、業務工程表及び管理技術者等選任届提出後７日以内に設計業務等に着

手しなければならない。この場合において、着手とは管理技術者が設計業務等の実施の

ため監督員と打合せまたは現地調査を開始することをいう。 

２．乙は、業務の進捗状況を甲に通知するため、月初めに業務工程表に実施分を記入し、

提出しなければならない。 

 

第１０条 官公署及びその他関係機関との協議 

乙は、業務遂行に必要な官公署及びその他関連機関との諸協議を迅速且つ確実に行い、そ



の過程について速やかに報告するとともに記録簿に記し提出しなければならない。 

 

第１１条 地元関係者との交渉等 

１．地元関係者への説明、交渉等は、甲又は監督員が行うものとするが、監督員の指示が

ある場合は、乙はこれに協力するものとする。これらの交渉に当たり、乙は地元関係者

に誠意をもって接しなければならない。 

２．乙は、屋外で行う設計業務等の実施に当たっては、地元関係者からの質問、疑義に関

する説明等を求められた場合は、監督員の承諾を得てから行うものとし、地元関係者と

の間に紛争が生じないように努めなければならない。 

３．乙は、設計図書の定め、あるいは監督員の指示により乙が行うべき地元関係者への説

明、交渉等を行う場合には、交渉等の内容を随時、監督員に報告し、指示があればそれ

に従うものとする。 

 

第１２条 土地への立ち入り等 

１．乙は、屋外で行う設計業務等を実施するため国有地、公有地又は私有地に立ち入る場

合は、監督員及び関係者と十分な協調を保ち設計業務等が円滑に進捗するように努め

なければならない。なお、やむを得ない理由により現地への立ち入りが不可能となった

場合には、直ちに監督員に報告し指示を受けなければならない。 

２．乙は、設計業務等実施のため植物伐採、垣、柵当の除去又は土地もしくは工作物を一

時使用する時は、あらかじめ監督員に報告するものとし、報告を受けた監督員は当該土

地所有者及び占有者の許可を得るものとする。 

なお、第三者の土地への立ち入りについて、当該土地占有者の許可は、甲が得るもの

とするが、監督員の指示がある場合は、乙はこれに協力しなければならない。 

３．乙は、第三者の土地への立ち入りに当たっては、あらかじめ委託者証発行申請書を甲

に提出し委託者証の交付を受け、現地立ち入りに際しては、これを常に携帯しなければ

ならない。 

 

第１３条 損害補償 

乙は、業務遂行にあたり、住民その他第三者に損害を与えた場合は遅延なく甲に届出を行

い、監督員の指示に従うとともに、適切な処置を講じなければならない。この際に要する費

用はすべて乙の負担とする。 

 

第１４条 委託数量 

契約書記載の数量は、予定数量であって甲の都合等により多少増減することがある。 

 

 



第１５条 疑義の解釈 

１．業務に必要な資料及び仕様書等について疑義を生じたときは監督員と緊密な連絡を

とり、その指示または承認を受けなければならない。 

２．仕様書に明示されてない事項であっても業務の遂行上当然必要と認められるものに

ついては、監督員の指示により行わなければならない。 

 

第１６条 提出書類 

１．乙は、甲が指定した様式により、契約締結後から業務完了までに下記に掲げる関係書

類を監督員を経て、甲に遅滞なく提出し、承認を受けなければならない。 

（１）着手届 

（２）業務工程表 

（３）管理技術者選任届 

（４）委託者証発行申請書 

（５）再委託届出書 ※該当する場合のみ 

（６）完了届 

（７）報告書 ※照査報告書（照査結果を含む）を提出 

（８）参考資料 

※（１）～（３）については、契約締結後１４日以内に甲に提出すること。 

２．乙が甲に提出する書類で様式が定められていないものは、乙において様式を定め、提

出するものとする。ただし、甲がその様式を指示した場合は、これに従わなければなら

ない。 

 

第１７条 成果品の提出 

１．乙は、設計業務等が完了したときは、設計図書に示す成果物（照査報告書を含む。）

を業務完了報告書とともに提出し、検査を受けるものとする。 

２．乙は、設計図書に定めがある場合、又は監督員の指示する場合で、同意した場合は履

行期間途中においても、成果物の部分引き渡しを行うものとする。 

 ３．成果品として、黒表紙金文字製本を作成し提出すること。 

 

第１８条 検査 

１．乙は、業務完了報告書を甲に提出する際には、設計図書に示す資料の整備がすべて完

了し、監督員に提出していなければならない。 

２．甲は、設計業務等の検査に先立って乙に対して検査日を通知するものとする。この場

合において乙は、検査に必要な書類及び資料等を整備するとともに、屋外で行う検査に

おいて乙は、必要な人員及び機材を準備し、提供しなければならない。この場合検査に

要する費用は乙の負担とする。 



第１９条 守秘義務 

１．乙は、業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 

２．乙は、当該業務の結果（業務処理の過程において得られた記録等を含む）を第三者に

閲覧させ、複写させ、又は譲渡してはならない。ただし、あらかじめ甲の承諾を得たと

きはこの限りではない。 

３．乙は、当該業務に関して甲から貸与された情報、その他知り得た情報を当該業務の終

了後においても第三者に漏らしてはならない。 

４．乙は、当該業務の遂行において貸与された甲の情報の外部への漏洩若しくは目的外利

用が認められ又そのおそれがある場合には、これを速やかに甲に報告するものとする。 

 

第２０条 個人情報の取扱い 

１．基本的事項 

乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための個人

情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保

護に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５７号）行政機関の保有する個人情報の

保護に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５８号）、行政手続における特定の個

人を識別する番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）等関係法令に基づ

き、次に示す事項等の個人情報の漏洩、滅失、改ざん又は毀損の防止その他の個人情報

の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２．秘密の保持 

乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に知

らせ、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後に

おいても同様とする。 

３．取得の制限 

乙は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得するときは、あらかじめ、

本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。また、当該利用目的の達成に必

要な範囲内で、適正かつ公正な手段で個人情報を取得しなければならない。 

４．事案発生時における報告 

乙は、個人情報の漏洩等の事案が発生し、又は発生するおそれがあることを知ったと

きは、速やかに甲に報告し、適切な措置を講じなければならない。なお、甲の指示があ

った場合はこれに従うものとする。また、契約が終了し、又は解除された後においても

同様とする。 

５．管理の確認 

甲は、乙における個人情報の管理状況について適時確認することができる。また、甲

は必要と認めるときは、乙に対し個人情報の取扱い状況について報告を求め、又は検査

することができる。 


